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Ⅰ　普通会計財務４表

Ⅰ－１　貸借対照表

Ⅰ－１－１　貸借対照表

　貸借対照表とは、つがる市が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その資産をど
のような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に対照表示した一覧表で、資産合計額と負債・純資
産合計額が一致することから「バランスシート」とも呼ばれています。

　　

Ⅰ－１－２　貸借対照表の概要

　平成２５年度末のつがる市の「資産」は、８５０億２，４５９万円です。
　この「資産」を形成するための財源は、国・県の補助金やこれまでの世代が負担した「純資産」
４３９億３，５９８万円と、将来世代の負担である「負債」４１０億８，８６１万円となってい
ます。

平成２６年３月３１日住民基本台帳人口　35,217人

市民１人あたり 市民１人あたり

〔資産の部〕 〔負債の部〕
　１　公共資産 75,102,251 2,133 　１　固定負債 37,931,589 1,078

　(1) 有形固定資産 74,975,342 2,129 　(1) 地方債 32,526,281 924

　(2) 売却可能資産 126,909 4 　(2) 長期未払金 131,772 4

　(3) 退職手当引当金 5,273,536 150

　２　投資等 4,954,781 142

　(1) 投資及び出資金 192,786 6 　２　流動負債 3,157,018 89

　(2) 貸付金 0 0 　(1) 翌年度償還予定地方債 2,865,901 81

　(3) 基金等 4,524,022 129 　(2) 短期借入金 0 0

　(4) 長期延滞債権 335,830 10 　(3) 未払金 64,134 2

　(5) 回収不能見込額 △ 97,857 △ 3 　(4) 翌年度支払予定退職手当 0 0

　(5) 賞与引当金 226,983 6

　３　流動資産 4,967,553 142

　(1) 現金預金 4,919,835 141 負　　債　　合　　計 41,088,607 1,167
　(2) 未収金 47,718 1 〔純資産の部〕

22,915,107 651

44,339,555 1,259

　３　その他一般財源等 △ 23,318,684 △ 660

　４　資産評価差額 0 0

純  資  産  合  計 43,935,978 1,250

資　　産　　合　　計 85,024,585 2,417 負 債 ・ 純 資 産 合 計 85,024,585 2,417

　１  公共資産等整備国県補助金等

貸　　借　　対　　照　　表
（平成2６年3月31日）

（単位：千円）
借　　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　　方

　２  公共資産等整備一般財源等
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Ⅰ－２－１　行政コスト計算書とは

　行政コスト計算書は、１年間の行政活動のうち福祉活動やごみの収集のように「資産」の形成につな
がらない「行政サービスに要する経費（経常行政コスト）」と「その行政サービスの対価として得られ
た財源（経常収益）」を対比させた財務書類です。

　　

Ⅰ－２－２　行政コスト計算書の概要

　平成２５年度中の「経常行政コスト」は非現金支出を含め１８３億３，２４７万円、これに対して、
「経常収益」は４億９，９５２万円で、差し引き「純経常行政コスト」は１７８億３，２９４万円と
なっています。

平成２６年３月３１日住民基本台帳人口　35,217人

経　常　行　政　コ　ス　ト　　　　　　　　　　　　　　　　ａ
１．人にかかるコスト
　  (1)人件費
　　(2)退職手当引当金繰入
　　(3)賞与引当金繰入額

２．物にかかるコスト
　  (1)物件費
　  (2)維持補修費
　　(3)減価償却費

３．移転支出的なコスト
　  (1)社会保障給付
　　(2)補助金等
　　(3)他会計への支出額
　　(4)他団体への公共資産整備補助金等

４．その他のコスト
　  (1)支払利息
　  (2)回収不能見込計上額
　  (3)その他の行政コスト

経　　常　　収　　益　 　　　　　　　　ｄ
１ 使用料・手数料　　　　　　　　　　　ｂ
２ 分担金・負担金・寄附金　　　　　　　ｃ

（差引）純経常行政コスト　　　　　 ａ－ｄ

区　　　　　　　　　　　　　分
100.0%

2.7%

1,301,799

354,620

504,894

445,855
59,039

金　　　　額
18,332,466
3,948,127

3,439,421

226,983

5,947,664

3,373,742

2
0

15

62
10
95

0.0%

9
6

7,931,781

0

499,524

505

15

13

226

1.6%
1.1%

97.3%

市民１人あたり

520
112

99
7

37

6

14.5%
1.9%

2.8%
2.4%

11.8%

103

76
10

32.4%

0.4%

2.2%
18.4%

43.3%
19.8%
7.1%

2,168,757

3,618,515

167

（単位：千円）

構成比率

21.5%
18.8%
1.5%
1.2%

281,723

302,930
196,594

17,832,942

2,656,847

405,165

行　政　コ　ス　ト　計　算　書
自　　平成２５年４月　１日
至　　平成２６年３月３１日

2 



Ⅰ－３　　純資産変動計算書

Ⅰ－３－１　純資産変動計算書とは

　純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年間でどのように変動した
のかを表している計算書です。
　純資産の部は、今までの世代が負担してきた部分ですので、１年間で今までの世代が負担してきた部分
が増えたのか減ったのかがわかります。

Ⅰ－３－２　純資産変動計算書の概要

　平成２５年度の純経常行政コスト１７８億３，２９４万円に対して、地方税や地方交付税
などの一般財源が１３３億１，９２９万円、補助金等が５３億３７４万円あり、投資損失等
の臨時的な要因によるコスト６８６万円を加えても、７億８，３２２万円の財源がコストを
上回っています。
　この結果、期首に４３１億５，２７６万円であった純資産残高が、期末では４３９億
３，５９８万円となりました。

　　　その他 0
　期末純資産残高 43,935,978

　　　　投資損失 △ 6,863
　　　資産評価替えによる変動額 0
　　　無償受贈財産受入 0

　　　臨時損益 △ 6,863
　　　　災害復旧事業費 0
　　　　公共資産除売却損益 0

　　　　地方交付税 11,177,192
　　　　その他行政コスト充当財源 △ 318,893
　　　補助金等受入 5,303,739

　　　純経常行政コスト △ 17,832,942
　　　一般財源 13,319,286
　　　　地方税 2,460,987

純資産合計
　期首純資産残高 43,152,758

純　資　産　変　動　計　算　書
自　　平成２５年４月　１日
至　　平成２６年３月３１日

（単位：千円）
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Ⅰ－４　　資金収支計算書

Ⅰ－４－１　　資金収支計算書とは

　資金収支計算書は、歳計現金（＝資金）の出入りの情報を「経常的収支の部」「公共資産整備収支の部」
「投資・財務的収支の部」の３つの区分に分けて表した財務書類です。
　　

１－４－２　　資金収支計算書の概要

　経常的収支の部で生じた収支剰余（黒字）は７０億１，９８３万円で、公共資産整備収支の
部の収支不足額（赤字）２５億３，３８６万円と投資・財務的収支の部の収支不足額（赤字）
４４億４，０８３万円を補てんしています。
　経常的収支の部の黒字が公共資産整備収支の部と投資・財務的収支の部の収支不足額の合計
を上回っているため、期首に４億６，６６３万円あった現金が、期末では４，５１４万円増額
の５億１，１７７万円となっています。

４億６，６６３万円 ５億１，１７７万円

収支剰余①
７０億１，９８３万円 ４４億４，０８３万円

①－（②＋③）

４，５１４万円

収　　　入

期首歳計現金残高 期末歳計現金残高

２１８億４，２２５万円

投資・財務的収支の部

収　　　入
１３億５，８３７万円 支　　　出

収支不足③ ５７億９，９２０万円

収　　　入

支　　　出 収支不足② ３９億７，１４５万円

１４８億２，２４２万円 ２５億３，３８６万円

経常的収支の部 公共資産整備収支の部

１４億３，７５９万円 支　　　出
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Ⅱ　連結財務４表

Ⅱ－１　連結

Ⅱ－１－１　連結財務書類とは

　普通会計のほか、国民健康保険や介護保険、病院や公共下水道などの特別会計、また、つがる市が加入
している一部事務組合・広域連合など、市と連携して市民サービスを実施している関係団体を連結し、一
つの行政サービスの実施主体とみなして作成する財務書類です。

　　

Ⅱ－１－２　連結対象団体

　平成２５年度のつがる市の全会計は、普通会計（１会計）と公営企業会計（２会計）及び公営事業会計
（３会計）を合わせた６会計があります。また、連結対象となる団体は、一部事務組合・広域連合（６法
人）と地方公社（１公社）、第三セクター等（１法人）をあわせた８団体です。
　平成２５年度末の連結財務書類は、つがる市全会計と連結対象団体をあわせた１４会計・団体を対象と
して作成しています。

　普通会計 　一部事務組合・広域連合

　　　・一般会計 　　　・西北五環境整備事務組合
　　　・西北五広域福祉事務組合
　　　・津軽広域水道企業団西北事業部

　公営企業会計 　　　・つがる西北五広域連合

　　　・青森県後期高齢者医療広域連合
　　　・病院事業会計 （Ｈ24年度から広域連合へ） 　　　・青森県市町村総合事務組合
　　　・公共下水道事業特別会計

　　　・農業集落排水事業特別会計 　地方公社
　
　　　・土地開発公社

  公営事業会計
　第三セクター等

　　　・国民健康保険特別会計
      ・介護保険特別会計 　　　・つがる地球村（株）
　　　・後期高齢者医療特別会計 　　　・(社)つがる市農業開発公社

（Ｈ24年5月解散、10月清算結了済）

※第三セクター等については、つがる市の出資(出えんを含む）比率が５０％以上の法人は全て連結対象とされています。

　 また、出資比率が２５～５０％未満の法人については、役員の派遣、財政支援等の実態から、法人経営に実質的に主導的な　

　 立場を確保していると認められる場合には連結対象とされています。

連結対象団体

連　　　　　結

つがる市全会計
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◆ 連結財務書類については、次の方法により作成しています。

①連結対象会計・団体・法人の個別財務書類の作成・読替

　　法定決算書類（財務諸表、計算書類等）が整備されている場合はそれに基づいて作成し、会計基準
　等で求められていない財務書類については、新たに作成しています。
　　また、会計基準等の違いにより法定決算書類の表示科目が異なるため、連結財務書類の表示科目に
　揃える読替えを行っています。

②連結対象会計・団体・法人の個別財務書類の修正

　　 未収金に係る回収不能見込額や退職手当等引当金が計上されていない会計・団体・法人等について
　は、統一した算定方法により一部修正を加えて作成しています。

③内部取引の相殺消去

　　連結財務書類は、対象会計・団体・法人を一つの行政サービス実施主体とみなして作成しています。
　例えば、連結会計間での補助金の支出や収入は、内部で取引きが行われただけで実質的な支出や収入
　があったとはいえません。そのため、そのような取引きについては「連結内部の取引高の相殺消去」
　を行っています。　
　　また、貸付金や借入金など貸借対照表に残高として表れるものについても「連結内部の残高の相殺
   消去」を行っています。
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Ⅱ－２　連結貸借対照表

Ⅱ－２－１　連結貸借対照表の概要

　平成２５年度末のつがる市全会計の資産は、１，０９６億２，１６０万円、これに連結対象団体を
含めた全体の資産は１，２６９億７，９２０万円となっています。
　この資産を形成するための財源は、国・県の補助金やこれまでの世代が負担した純資産が６９６億
４８７万円、将来世代の負担である負債は、５７３億７，４３３万円であり、純資産の割合が、
５４．８％に対し負債の割合は４５．２％となっています。

連結貸借対照表内訳表 【平成２６年３月３１日現在】

（単位：千円）

普通会計 公営事業会計 一部事務組合 土地開発公社 第三セクター等

(相殺消去後) 広域連合 (相殺消去後)

A B C D E F G

[資産の部]

1. 公共資産

(1) 有形固定資産

①生活インフラ・国土保全 25,170,881 10,512,000 35,682,881 35,682,881

②教育 23,742,961 23,742,961 23,742,961

③福祉 3,688,680 3,688,680 52,938 3,741,618

④環境衛生 2,568,466 2,568,466 15,083,192 17,651,658

⑤産業振興 14,168,742 13,020,646 27,189,388 17,900 27,207,288

⑥消防 1,698,612 1,698,612 1,698,612

⑦総務 3,937,000 3,937,000 1,074 3,938,074

⑧議会

⑨収益事業

⑩その他

　　　地方公共団体計 74,975,342 23,532,646 98,507,988 15,137,204 17,900 113,663,092

(2) 無形固定資産 108 108

(3) 売却可能資産 126,909 126,909 126,909

　公共資産合計 75,102,251 23,532,646 98,634,897 15,137,312 17,900 113,790,109

2. 投資等

(1) 投資及び出資金 192,786 192,786 178,786

(2) 貸付金

(3) 基金等 4,524,022 17,735 4,541,757 339,197 4,880,954

(4) 長期延滞債権 335,830 539,719 875,549 5,400 880,949

(5) その他 5 5

(6) 回収不能見込額 △ 97,857 △ 118,322 △ 216,179 △ 243 △ 216,422

　投資等合計 4,954,781 439,132 5,393,913 344,354 5 5,724,272

3. 流動資産

(1) 資金 4,919,835 499,149 5,418,984 1,449,877 8,046 5,375 6,882,282

(2) 未収金 69,292 166,365 235,657 412,312 2,784 650,753

(3) 販売用不動産

(4) その他 12,967 974 13,941

(5) 回収不能見込額 △ 21,574 △ 40,277 △ 61,851 △ 20,309 △ 82,160

　流動資産合計 4,967,553 625,237 5,592,790 1,854,847 8,046 9,133 7,464,816

4. 繰延勘定

 資 産 合 計 85,024,585 24,597,015 109,621,600 17,336,513 8,046 27,038 126,979,197

[負債の部]

1. 固定負債
(1) 地方公共団体

①普通会計地方債 32,526,281 32,526,281 32,526,281

②公営事業地方債 10,128,162 10,128,162 4,620,326 14,748,488

　　　地方公共団体計 32,526,281 10,128,162 42,654,443 4,620,326 47,274,769

(2) 関係団体

①一部事務組合・広域連合地方債 76,831 76,831

②地方三公社長期借入金

③第三セクター等長期借入金 1,255 1,255

　　　関係団体計 76,831 1,255 78,086

(3) 長期未払金 131,772 131,772 131,772

(4) 引当金 5,273,536 359,608 5,633,144 276,239 5,909,383

　　(うち 退職手当等引当金) 5,273,536 359,608 5,633,144 276,239 5,909,383

　　(うち その他の引当金)

(5) その他

　　(うち 他会計借入金)

　固定負債合計 37,931,589 10,487,770 48,419,359 4,973,396 1,255 53,394,010

2. 流動負債

(1) 翌年度償還予定額

①地方公共団体 2,865,901 566,072 3,431,973 3,247 3,435,220

②関係団体 171,394 3,413 174,807

　　　翌年度償還予定額計 2,865,901 566,072 3,431,973 174,641 3,413 3,610,027

(2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む）

(3) 未払金 64,134 64,134 26,298 18,029 108,461
(4) 翌年度支払予定退職手当
(5) 賞与引当金 226,983 15,780 242,763 16,488 259,251
(6) その他 372 2,204 2,576
　　(うち 他会計借入金翌年度償還予定額)

　流動負債合計 3,157,018 581,852 3,738,870 217,799 23,646 3,980,315

 負 債 合 計 41,088,607 11,069,622 52,158,229 5,191,195 24,901 57,374,325

[純資産の部]

1. 公共資産等整備国県補助金等 22,915,107 37,471,522 60,386,629 4,397,247 64,783,876

2. 公共資産等整備一般財源等 44,339,555 3,765,244 48,104,799 10,259,592 58,364,391

3. 他団体及び民間出資分 2,022,518 5,000 9,000 2,022,518

4. その他一般財源等 △ 23,318,684 △ 27,709,373 △ 51,028,057 △ 4,546,457 3,046 △ 6,863 △ 55,578,331

5. 資産評価差額 12,418 12,418

 純資産合計 43,935,978 13,527,393 57,463,371 12,145,318 8,046 2,137 69,604,872

 負債及び純資産合計 85,024,585 24,597,015 109,621,600 17,336,513 8,046 27,038 126,979,197

計

連結対象団体つがる市全会計

連結合計
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Ⅱ－３　連結行政コスト計算書

Ⅱ－３－１　連結行政コスト計算書の概要

　平成２５年度のつがる市全会計の「経常行政コスト」は非現金支出を含め２７７億２，０４５万円、これ
に連結対象団体を含めた全体の「経常行政コスト」は３１６億７４４万円となっています。
　これに対して、つがる市全会計の「行政サービス収入」は５７億２，１３０万円、これに連結対象団体を
含めた全体の「行政サービス収入」は７８億３，３１７万円となっています。
　「経常行政コスト」から「行政サービス収入」を差し引いた「純経常行政コスト」はつがる市全会計で
２１９億９，９１５万円、連結対象団体を含めた全体では、２３７億７，４２６万円となっています。
　普通会計と連結の行政コスト計算書を比較すると「経常行政コスト」では、普通会計１８３億３，２４７
万円に対して、連結では３１６億７４４万円と約１．７倍になります。これは、国民健康保険や介護保険
などの社会保障給付が多額であることに起因しています。
　一方「行政サービス収入」では、普通会計の４億９，９５２万円に対して、連結では７８億３，３１７万
円と約１５．７倍になっています。

連結行政コスト計算書 内訳表（性質別） 【自：平成２５年４月１日　　至：平成２６年３月３１日】

（単位：千円）

普通会計 公営事業会計 一部事務組合 土地開発公社 第三セクター等

(相殺消去後) 広域連合 (相殺消去後)

A B C D E F G

経常行政コスト

人件費 3,439,421 259,206 3,698,627 265,247 30,235 3,827,396

退職手当引当金繰入等 281,723 10,800 292,523 19,508 300,173

賞与引当金繰入等 226,983 15,780 242,763 16,486 248,921

物件費 2,168,757 403,683 2,572,440 368,268 60,405 2,781,097

維持補修費 405,165 37,414 442,579 69,878 1,885 469,930

減価償却費 3,373,742 782,178 4,155,920 311,649 3,624 4,281,530

社会保障給付 3,618,515 7,184,708 10,803,223 3,802,317 14,001,424

補助金等 1,301,799 2,139,621 3,441,420 37,538 1,396 3,460,350

他会計等への支出額 2,656,847 220 784,871 3,999 788,250

他団体への公共資産整備補助金等 354,620 354,620 6,083 356,317

支払利息 445,855 222,450 668,305 106,011 175 713,305

回収不能見込計上額 59,039 36,819 95,858 8,390 104,248

その他行政コスト 167,299 167,299 60,136 21 57,675 274,494

　行政コスト合計 18,332,466 11,260,178 27,720,448 5,075,510 21 155,395 31,607,435

経常収益

使用料・手数料 302,930 302,930 19,625 322,555

分担金・負担金・寄附金 196,594 2,550,072 2,746,666 2,490,489 4,313,175

保険料 2,400,893 2,400,893 2,400,893

事業収益 195,953 195,953 744,236 150,326 670,556

その他特定行政サービス収入 74,860 74,860 5,461 2 5,249 85,572

他会計補助金等 1,872,196 40,420 40,420

　行政サービス収入合計 499,524 7,093,974 5,721,302 3,300,231 2 155,575 7,833,171

（差引）純行政コスト 17,832,942 4,166,204 21,999,146 1,775,279 19 △ 180 23,774,264

つがる市全会計

計

連結対象団体

連結合計
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Ⅱ－４　連結純資産変動計算書

Ⅱ－４－１　連結純資産変動計算書の概要

　平成２５年度のつがる市全会計に連結対象団体を含めた全体の「純経常行政コスト」２３７億７，４２６
万円に対して地方税や地方交付税などの一般財源が１３３億４，０６３万円、補助金等が１１２億３，４
０４万円、出資の受入れが２億３，２８３万円、その他が１，０４２万円あり、投資損失等の臨時的な要
因によるコスト６８６万円を差し引いても、７億７，８９１万円の財源がコストを上回りました。
　この結果、連結対象団体を含めた全体の期首純資産残高６８８億２，５９６万円が、期末では６９６億
４８７万円になりました。

連結純資産変動計算書 内訳表 【自：平成２５年４月１日　　至：平成２６年３月３１日】

（単位：千円）

普通会計 公営事業会計 一部事務組合 土地開発公社 第三セクター等

(相殺消去後) 広域連合 (相殺消去後)

A B C D E F G

期首純資産残高 43,152,758 13,866,729 57,019,487 11,810,454 8,065 1,957 68,825,963

純経常行政コスト △ 17,832,942 △ 4,166,204 △ 21,999,146 △ 1,775,279 △ 19 180 △ 23,774,264

一般財源

地方税 2,460,987 2,460,987 2,460,987

地方交付税 11,177,192 11,177,192 11,177,192

その他行政コスト充当財源 △ 318,893 △ 318,893 21,348 △ 297,545

補助金等受入 5,303,739 3,846,158 9,149,897 2,084,146 11,234,043

臨時損益

災害復旧事業費

公共資産除売却損益

投資損失 △ 6,863 △ 6,863 △ 6,863

収益事業純損失

出資の受入・新規設立 232,827 232,827

資産評価替えによる変動額

無償受贈資産受入 10,421 10,421

その他 △ 19,290 △ 19,290 △ 238,599 △ 257,889

期末純資産残高 43,935,978 13,527,393 57,463,371 12,145,318 8,046 2,137 69,604,872

連結対象団体

連結合計

つがる市全会計

計
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Ⅱ－５　連結資金収支計算書

Ⅱ－５－１　連結資金収支計算書の概要

　平成２５年度のつがる市全会計に連結対象団体を含めた全体の「経常的収支の部」で生じた収支剰余
（黒字）７５億８，６７７万円で、「公共資産整備収支の部」の収支不足額(赤字）２７億２，９４４
万円と「投資・財務的収支の部」の収支不足額(赤字）４７億８，７８３万円を補てんしています。
　「経常的収支の部」の黒字が、「公共資産整備収支の部」と「投資・財務的収支の部」の収支不足額
を上回っているため、期首に２３億７５９万円あった資金が、期末で６，９５０万円増加し、２３億
７，７０９万円となっています。

連結資金収支計算書内訳表 【自：平成２５年４月１日　　至：平成２６年３月３１日】

（単位：千円）

普通会計 公営事業会計 一部事務組合 土地開発公社 第三セクター等

(相殺消去後) 広域連合 (相殺消去後)

A B C D E F G

[経常的収支の部]
人件費 4,233,819 322,091 4,555,910 343,136 30,235 4,762,568

物件費 2,168,757 434,794 2,603,551 376,776 60,405 2,813,716

社会保障給付 3,665,573 7,184,708 10,850,281 3,802,317 14,048,482

補助金等 1,301,799 2,139,621 3,441,420 36,223 1,396 3,459,035

支払利息 445,855 222,450 668,305 106,011 175 713,305

他会計への事務費等充当財源繰出支出 2,003,381 787,602 3,999 790,981

その他支出 1,003,235 114,633 1,117,868 180,443 21 59,030 1,086,078

　支出合計 14,822,419 10,418,297 24,024,937 4,848,905 21 151,241 27,674,165

地方税 2,458,297 2,458,297 2,458,297

地方交付税 11,177,192 11,177,192 11,177,192

国県補助金等 4,386,093 3,772,558 8,158,651 1,760,359 9,919,010

使用料・手数料 305,328 305,328 19,625 324,953

分担金・負担金・寄附金 194,809 2,550,188 2,744,997 2,477,052 4,298,069

保険料 2,395,095 2,395,095 2,395,095

事業収入 194,285 194,285 785,657 150,326 710,309

諸収入 257,489 50,022 307,511 72,914 2 380,427

地方債発行額 2,827,500 2,827,500 2,827,500

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額 235,543 235,543 67,371 302,914

他会計繰入金等 1,215,779

その他収入 403,661 403,661 65,262 5,250 467,173

　収入合計 21,842,251 10,581,588 31,208,060 5,248,240 2 155,576 35,260,939

　経常的収支額 7,019,832 163,291 7,183,123 399,335 △ 19 4,335 7,586,774

[公共資産整備収支の部]

公共資産整備支出 2,157,228 156,054 2,313,282 1,218,973 3,532,255

公共資産整備補助金等支出 408,833 408,833 6,082 414,915

他会計への建設費充当財源繰出支出 1,405,386 1,385,983 1,385,983

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

　支出合計 3,971,447 156,054 4,108,098 1,225,055 5,333,153

国県補助金等 887,786 73,600 961,386 260,353 1,221,739

地方債発行額 477,900 99,500 577,400 339,513 916,913

長期借入金借入額

基金取崩額 6,082 6,082

他会計負担金等 19,403

その他収入 71,901 71,901 387,074 458,975

　収入合計 1,437,587 192,503 1,610,687 993,022 2,603,709

　公共資産整備収支額 △ 2,533,860 36,449 △ 2,497,411 △ 232,033 △ 2,729,444

[投資・財務的収支の部]

投資及び出資金 80 80 80

貸付金 500 500 500

基金積立額 2,209,340 2,209,340 55,579 2,264,919

定額運用基金への繰出支出

他会計への公債費充当財源繰出支出 634,190 375,858 375,858

地方債償還額 2,912,480 562,435 3,474,915 163,961 3,638,876

長期借入金返済額 3,413 3,413

短期借入金減少額

収益事業純支出

その他支出 42,608 42,608 2,414 45,022

　支出合計 5,799,198 562,435 6,103,301 221,954 3,413 6,328,668

国県補助金等

貸付金回収額 510 510 510

基金取崩額

地方債発行額 1,338,700 168,900 1,507,600 1,507,600

長期借入金借入額

公共資産等売却収入 123 123

収益事業純収入

その他収入 19,158 258,332 19,158 13,449 32,607

　収入合計 1,358,368 427,232 1,527,268 13,572 1,540,840

　投資・財務的収支額 △ 4,440,830 △ 135,203 △ 4,576,033 △ 208,382 △ 3,413 △ 4,787,828

　　当年度資金増減額 45,142 64,537 109,679 △ 41,080 △ 19 922 69,502

　　期首資金残高 466,627 434,612 901,239 1,393,828 8,065 4,453 2,307,585

    経費負担割合変更に伴う差額

　　期末資金残高 511,769 499,149 1,010,918 1,352,748 8,046 5,375 2,377,087

つがる市全会計

計

連結対象団体

連結合計
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